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県知事による入院措置 〔29 条〕）， 緊急措置入院 （29 条の 2）， 医療保護入院 （33 条）， 


















病，てんかん〕を含む）総数 419 万 3000 人に対して，入院患者数は 28 万 4172
人で，入院形態別では，措置入院が 1621 人（0.6%），医療保護入院が 13 万






















 1）　たとえば，エホバの証人輸血拒否事件（民事）に対する，大分地判昭和 60 年 12















よって，患者本人の同意にもとづく「任意入院」条項が挿入され （22 条の 2），1999
年改正で，「任意入院が行われる状態にない」ことの判定が医療保護入院の要件とし





改正」判例タイムズ 617 号（1986 年）4頁。
 4）　町野朔「精神医療における自由と強制」大谷実/中山宏太郎編『精神医療と法』
（弘文堂，1980 年）26 頁以下参照。
 5）　一般財団法人厚生労働統計協会『国民衛生の動向・厚生の指標』増刊 66 巻 9 号
（2019 年）127 頁の表 20・表 22。
 6）　大谷實『精神科医療の法と人権』（弘文堂，1995 年）132 頁。さらに，姜文江「精
神科医療における入院と処遇」法学セミナー 781 号（2020 年）27 頁以下。
33
わが国の精神医療における身体拘束的医療




























が制定され（明治 32 年法律 93 号），1900 年には精神病者の保護に関する一般






















建設は大幅に遅れ，第 2 次大戦終結時までに，5 府県での設置（鹿児島保養院
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〔1925 年〕， 大阪中宮病院 〔1926 年〕， 神奈川芹香院 〔1929 年〕， 福岡筑紫保養院 〔1931 年〕， 






25 年法律 123 号）から始まった。同法は，精神病者監護法と精神病院法を統廃
合して，精神障害者の医療・保護と発生の予防により「国民の精神的健康の
保持及び向上を図る」 ことを目的とする （1条） 「医療法」 として制定された。
その主な内容は，① 都道府県に精神病院の設置を義務づけ（4 条），② 精神




（7 条，42 条），⑤ 精神保健行政の推進に向けた精神衛生審議会の設置（13 条
以下）， ⑥ 精神衛生鑑定医制度の導入 （18 条） など， 人権侵害 （不当な身体拘束） 
の防止を図ったことにある。その一方では， ⑦ 「監護義務者」 を 「保護義務
者」に名称変更して従前と同様の保護義務制度を存置し（20 条），⑧ 知事に
よる入院措置（措置入院〔29 条〕）と保護拘束（43 条以下），⑨ 保護義務者の同
意による入院（同意入院〔33 条〕）と仮入院（34 条）を明示した。
2　その後，覚醒剤の慢性中毒者で精神障害者ではない者を対象に取り込
む 1954 年改正（昭和 29 年法律 177 号）を経た後，1964 年の「ライシャワー事
件」13）を受けて，翌年に精神衛生法の大幅な改正が行われた（昭和 40 年法律






る通報・届出制度の強化〔24 条以下〕），⑤ 措置入院の解除規定の整備（29 条の 4










法律」（昭和 62 年法律 98 号）により，法律名を「精神保健法」に改める改正が
行われた。同法は，その名称からも明らかなように，（入院）患者の保護と保
健を目的として，患者の人権保障を実現しようとするものであった。具体的
には，① 患者本人の同意にもとづく任意入院制度の導入 （22 条の 2） と入院
時における書面による権利等の告知制度の創設 （22 条の 3）， ② 精神衛生鑑定
医制度から 「精神保健指定医」 制度への変更 （18 条以下）， ③ 入院の必要性や
処遇の妥当性を判断する精神医療審査会の創設 （17 条の 2以下），④ 精神科救
急に対応するための応急入院制度の導入 （33 条の 4）， ⑤ 精神病院に対する厚









その後，1993 年の改正で（平成 5 年法律 74 号），保護義務者を「保護者」に
名称変更する（20 条）とともに，さらに患者の人権保障関連規定の拡充が図
られている。また，それと並行して，「障害者基本法」（心身障害者対策基本法










4　さらに，1999 年の改正（平成 11 年法律 65 号）を経て，2005 年には「障
害者自立支援法」の制定にともなう改正（平成 17 年法律 123 号）が行われ，そ























紘世/櫻木章司編著『3 訂  精神保健福祉法の最新知識  歴史と臨床実務』（中央法
規，2015 年）159 頁以下，精神保健福祉研究会監修『4 訂  精神保健福祉法詳解』
（中央法規，2016 年）3頁以下，755 頁以下，大谷實『新版  精神保健福祉法講義〔第
3版〕』（成文堂，2017 年）15 頁以下，参照。
 9）　こうした事態は， 精神医療法制が整備された後にも根絶されることはなく， 加持・
祈 目的による傷害致死事案が散見される。たとえば，札幌地判昭和 36 年 3 月 7 日
下刑集 3 巻 3・4 号 237 頁，最大判昭和 38 年 5 月 15 日刑集 17 巻 4 号 302 頁，大阪
地判昭和 47 年 12 月 20 日判例タイムズ 306 号 302 頁，青森地判昭和 48 年 5 月 9 日
判例タイムズ 306 号 306 頁，熊本地裁八代支判昭和 55 年 5 月 23 日判例時報 995 号
134 頁。




法の新たな展開  下巻』（信山社，2014 年）255 頁。さらに，同「医療における意思
決定と家族の役割―精神障害者の保護者制度を契機に，民法から考える」法学 74










































精神病者監護法のもとでの対応については20），1908 年 1 月以降の精神病
院および退院者を対象とした調査（1909 年）の結果，当時の患者数 2 万 5000
人に対して，病床数 2500 床，私宅監置約 3000 人であったとされている。ま















































成年）であれば犯罪の成立が否定され（刑 39 条 1 項，41 条），限定責任能力（心
神耗弱）であれば犯罪の成立を認めたうえで，その刑が必要的に減軽される










応が検討されていた。それは， 臨時法制審議会の 「刑法改正ノ綱領」 （1926 年） 
と司法省部内の「改正刑法予備草案」，刑法並監獄法改正調査委員会の「刑
法改正仮案（未定稿）」 （1940 年），刑法改正準備会の「改正刑法準備草案」 
（1961 年） を経て，法制審議会刑事法特別部会の「改正刑法草案」 （1974 年） の
提案として結実した。




































殺人，強盗 〔いずれも未遂を含む〕，傷害）を行った者で（2 条 1 項），心神喪失・心
神耗弱で不起訴処分または無罪・刑を減軽する旨の判決を受けた者であり
（同 2 項），検察官の申立てにもとづいて審判が行われる（33 条）。申立てに際
しては，起訴前鑑定（刑訴 223 条以下）と公判精神鑑定（刑訴 165 条以下）が活
用される。原則的な審判形態は，地方裁判所において，検察官と付添人の出
席のもとに審判期日を開いて（心神喪失処遇 39 条），裁判官と精神保健審判員








場合は本法による医療の終了決定がなされ（42 条 1 項各号），申立てが不適法


















（49 条 1 項，50 条）ほか，指定入院医療機関の管理者は，6 か月ごとに入院継
続の申立てをしなければならない（49 条 2 項）。また，通院医療の場合には，










適法による却下の 10 人ないし 20 人程度を除いて，入院決定が 75% 程度で
あるのに対し，通院決定が 12% 程度で推移し，医療を行わない決定も 20%
弱程度で推移している。指定入院医療機関（国立）は，制度施行の 2005 年度
には全国で 5 機関であったが，2019 年 4 月 1 日現在で 33 機関になってい
る。また，通院決定または退院許可決定を受けた者は，原則として 3年間，
入院によらない医療を受けるとともに，その期間中は保護観察所の精神保護
観察に付される。指定通院医療機関 （厚生労働大臣が指定する） は，2019 年 4 月



































……上記必要が認められる者については，同法 42 条 1 項 1 号の医療を受け
させるために入院をさせる旨の決定，又は同項 2号の入院によらない医療を
受けさせる旨の決定をしなければならず……措置入院等の医療で足りるとし
て医療観察法 42 条 1 項 3 号の同法による医療を行わない旨の決定をするこ
とは許されない」 として，前者の立場を明らかにした（最決平成 19 年 7 月 25 日














































向けての活動―大正 8 年『精神病院法成立』の背景」六甲台論集法学政治学篇 48
巻 2 号（2001 年）1 頁以下，同「大正 8 年『精神病院法』の成立」神戸法学雑誌 52
巻 3 号（2002 年）51 頁以下，参照。
22）　野村拓「患者人権からみた日本医療の変遷」ジュリスト 548 号（1973 年）8 頁。
さらに，秋元波留夫「精神保健法の成立をめぐって―精神障害者施策の最近の動
向」リハビリテーション研究 86 号（1996 年）27 頁も，精神病者監護法で「示され
た国の精神病者観は精神病者は社会から隔離，監禁しなければならない凶暴な存在
と見做すこと」であったとしている。
23）　刑法改正準備会『改正刑法準備草案  附同理由書』（法務省刑事局，1961 年）175
頁以下〔安平政吉/吉川経夫〕参照。
24）　法務省刑事局編『法制審議会  改正刑法草案の解説  附改正刑法草案刑法対照条
文』（大蔵省印刷局，1975 年）145 頁以下。
25）　仲宗根玄吉「日本精神神経学会と保安処分」判例タイムズ 454 号（1982 年）42 頁
以下。
26）　第 68 回日本精神神経学会総会「保安処分制度新設に反対する決議」精神神経学雑
誌 73 巻（1971 年）537 頁以下。
27）　西原春夫「保安処分」平場安治/平野龍一編『刑法改正の研究 1  概論・総則  改
正草案の批判的検討』（東京大学出版会，1972 年）345 頁以下。さらに，大谷實「保
安処分問題の現状と論点」ジュリスト 772 号（1982 年）15 頁以下。
28）　改正刑法準備草案以降の関連資料については，「保安処分関連資料」ジュリスト
772 号 78 頁以下。
29）　町野朔「保安処分と精神医療」ジュリスト 772 号 24 頁，加藤久雄「現行措置入院
制度による触法精神障害者処遇の現状と課題について―高度に危険な人格障害犯罪
者に対する刑事法上の対応を中心にして」現代刑事法 29 号（2001 年）64 頁以下。
30）　たとえば，山上晧「触法精神障害者の法的処遇とその問題点」精神科治療学 11 巻
10 号（1996 年）1037 頁，同「我が国における触法精神障害者処遇の現状と問題点」
精神神経学雑誌 102 巻（2000 年）15 頁以下，加藤久雄『人格障害犯罪者と社会治
療』（成文堂，2002 年）3頁以下。






（大阪地判平成 15 年 8 月 28 日判例時報 1837 号 13 頁）が確定し，その後に刑が執行
















精神医学 35 巻 3 号（2006 年）290 頁，三好幹夫「心神喪失者等医療観察法施行後 2
年の現状と課題について」判例タイムズ 1261 号（2008 年）26 頁，鈴木秀行「医療
観察法鑑定―司法の立場から」中谷陽二編『責任能力の現在』（金剛出版，2009
年）135 頁，稗田雅洋「心神喪失者等医療観察法による審判手続の運用の実情と留




36）　平田豊明「起訴前簡易精神鑑定の地域格差」精神医療 38 巻（2005 年）43 頁。
37）　平林直次/樽矢敏弘「入院患者に対してどのような医療を提供しているか」季刊
刑事弁護 49 号（2007 年）107 頁。




39）　丸山雅夫『少年法講義〔第 3版〕』（成文堂，2016 年）68 頁以下参照。
40）　たとえば，林美月子「医療観察法における医療の必要性―最高裁平成 19 年 7 月
50
25 日第二小法廷決定を契機として」刑事法ジャーナル 19 号（2009 年）15 頁。さら
に，吉川和男「『医療の必要性』の判定基準と鑑定のあり方」臨床精神医学 35 巻 3
号（2006 年）254 頁，江見健一「心神喪失者等医療観察法の施行の状況について」
法律のひろば 59 巻 12 号（2006 年）8 頁，安田拓人「医療観察法の解釈・運用に関




後の事件処理状況」判例タイムズ 1261 号（2008 年）57 頁以下，任介辰哉「判例解
説」『最高裁判所判例解説  刑事篇  平成 19 年度』（法曹会，2011 年）343 頁以下。
41）　伊賀與一「付添人活動からみた医療観察法」臨床精神医学 35 巻 3 号（2006 年）
300 頁，渡辺脩「決定事例の検討から～行為者の症状改善と社会復帰をめざして」
自由と正義 58 巻 4 号（2007 年）98 頁以下，中山研一「医療観察法による『医療の





































り，精神病院以外の場所での保護拘束ができた（43 条，44 条 1 項，48 条）。引
き続き保護拘束の必要がある者については，都道府県知事によって，精神病


















人の診察にもとづく措置入院を認めたうえで （緊急措置入院 〔29 条の 2 第 1 項〕）， 




















は， 2016 年度で， 一般からの申請が299 件， 警察官からの通報が2万 711 件， 
検察官からの通報が 1943 件，保護観察所長からの通報が 14 件，矯正施設か
らの通報が 5339 件，精神科病院の管理者からの届出が 39 件，医療観察法関




徐々に増加傾向にある。ただ， 各年度末での措置入院患者数は， 2016 年度で





















続 （automatic review） が存在しなかったこととの関係で，憲法 31 条と国際人
権 B 規約（市民的及び政治的権利に関する国際規約〔1976 年発効〕）9 条 1 項に違反











判的な観点から， 社会に深刻な影響を与えてきた。特に， 「北陽病院事件」 で
は52），最高裁判決としてはじめて，病院の設置・管理者である県に国家賠



































に， 保護義務者 （20 条） の同意を条件として， 精神病院の長の判断で入院させ
るものであった （33 条）。同意入院の対象となる精神障害者は， 精神病院法の
入院対象であった「罪ヲ犯シタル者ニシテ司法官庁特ニ危険ノ虞アリト認ム





















上の保護義務（22 条 1 項），診断協力義務（同 2 項），医師の指示に従う義務





















い入院は本来的に違法なものである（東京高判昭和 60 年 3 月 27 日判例タイムズ
556 号 125 頁参照）にもかかわらず，家庭裁判所の保護義務者選任申立事件に
おいては， 「自由入院」 の名目で入院を先行させたうえで， その後の保護義務
者選任審判によって同意入院に切り替える扱いも多かったようである63）。
行政（市町村長）による同意の代行についても，ルーズな運用が厳しく非難
されている（東京地判平成 2 年 11 月 19 日判例タイムズ 742 号 227 頁， 東京地判平成 4








と解されていた。精神病者監護法 1条の「監護義務者」は民法 714 条 1 項の
「法定監督義務者」 として損害賠償義務を負うものとされ （大判昭和 8 年 2 月 24
日法律新聞 3529 号 12 頁），この結論は精神衛生法の「保護義務者」についても
認められていたのである（高知地判昭和 47 年 10 月 13 日下民集 23 巻 9～12 号 551
58
頁，福岡地判昭和 57 年 3 月 12 日判例時報 1061 号 85 頁）。こうした事態は，保護義
務者が精神障害者をとにかく入院させ，いつまでも入院させておこうとする






の解放を求める手段は，人身保護法（昭和 23 年法律 199 号）による以外にな
く，実際の身柄解放も容易なことではなかった66）。













（22 条の 2 以下），同意入院制度から医療保護入院制度への変更（33 条），入院





































いる（12 時間）だけでなく，指定医による事後の診察もあることから（33 条 4









よる暫定的な入院を認めることにしていた （33 条 2 項・3 項）。これによって， 
自由入院名目による入院を事後的に同意入院に切り替えていたような，潜脱





義務づけ（33 条 4 項，33 条の 2），定期的な報告と精神医療審査会による審査
（38 条の 2，38 条の 3）など，人権保障への配慮が見られた。特に，患者本人等



















（4）　「保護（義務）者モデル」 から 「家族モデル」 へ
1　2013 年改正は，保護者制度を廃止したうえで，医療保護入院の同意要
件についても，精神障害者の家族等（配偶者，親権を行う者，扶養義務者，後見
人，保佐人）のうちいずれかの同意があれば足りるとした（33 条 1 項・2 項）。
これにより，同意権者の順位もなくなった。さらに，1999 年改正で自傷他
害防止義務が削除された後も維持されていた保護者の義務と役割のうち，す































































44）　日本公衆衛生協会・前掲注 20）83 頁表 4，精神保健医療福祉白書編集委員会編
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救済について，刑事補償法（昭和 25 年法律 1 号）や少年補償法（少年の保護事件
に係る補償に関する法律〔平成 4 年法律 84 号〕）を参考とした対応が整備されるべ
きである。さらに，侵害原理との関係で特に問題なのは，退院・入院継続の
















































院が当初は代諾によるものと考えられ， 第三者 （患者） のために病院開設者と
保護義務者との間で締結する準委任契約（民 656 条，643 条，537 条）として構
成されてきたのも（東京地判昭和 48 年 8 月 17 日下民集 24 巻 5～8 号 585 頁，東京地














1　医療保護入院については， これまでも， 近親者 （保護者であるか家族である


















条の 3 第 2 項）ほか，退院等の請求に当たって入院（継続）の必要性の有無を審
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